
板橋区障がい児通所支援利用者負担額助成実施要綱 

    

（令和７年９月１日区長決定） 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「法」という。）第６条の２の

２第１項に規定する障害児通所支援のうち児童発達支援、居宅訪問型児童発達支援及び

保育所等訪問支援を利用する障がい児の保護者の負担額を区が助成することにより、障

がい児の自立に向けての発達を支援するとともに障がい児のいる家庭を支援し、もって

障がい児の福祉の向上に資することを目的とする。 

（用語の定義） 

第２条 この要綱で使用する用語の意義は、法で使用する用語の例による。 

（対象サービス） 

第３条 この要綱に基づく助成の対象となるサービス（以下「対象サービス」という。）は、次に

掲げるサービスで当該サービスを利用する障がい児のうち、各年度の初日の前日におけ

る満年齢が０歳から２歳までの者であること（年度の途中で満３歳に達する者で、満３歳に

達する以後の最初の３月３１日までの間にあるものを含む。） 

⑴ 児童発達支援 

⑵ 居宅訪問型児童発達支援 

⑶ 保育所等訪問支援 

（対象者） 

第４条 この要綱に基づく助成の対象者（以下「対象者」という。）は、対象サービスについて、

区から法第２１条の５の７の規定による障害児通所給付費等の支給決定を受けた障がい

児の保護者で、次の各号のいずれかに該当するものとする。 

⑴ 児童福祉法施行令（昭和２３年政令第７４号。以下「施行令」という。）第２４条第１号か 

ら第５号までのいずれかに該当する者 

⑵ 施行令第２５条の２第１号イからホまで又は同条第２号イからホまでのいずれかに該当 

する者 

（助成の内容及び額） 

第５条 区は、対象児童の保護者が障害児通所支援事業者に支払うべき利用者負担額（サ

ービス提供に要した総費用の１割に相当する額。以下「利用者負担額」という。）を、法第２

１条の５の３第２項第１号に規定する主務省令で定める額（以下「負担上限額」という。）の

範囲内において助成する。 

２ 前項の規定にかかわらず、同一の月における助成額の合計は、当該保護者の属する世

帯の所得区分に応じ、前項に定める負担上限月額を限度とする。 

３ 次に掲げる費用は助成の対象としない。 



⑴ 食費、おやつ代、教材費その他日常生活に要する費用のうち、実費で徴収される費用。 

⑵ その他区長が助成対象として適当でないと認める費用。 

（助成の決定） 

第６条  区長は、第４条に規定する対象者について、法第２１条の５の７の規定による障害児

通所給付費等の支給決定がなされたときは、別段の申請を要することなく助成の決定

を行うものとする。  

２ 前項の規定による助成決定の通知は、通所受給者証（東京都板橋区児童福祉法施行規

則（昭和４０年板橋区規則第１２号）第２条の９に規定する通所受給者証をいう。）の特記事

項欄にその旨を記載することをもって、これに代えることができる。 

 （対象となる時期） 

第７条 対象となる時期は次の利用日以降に児童発達支援事業等を利用した際の自己負担 

額とする。 

⑴ 第２子以降 

   令和５年１０月１日以降 

⑵ 第１子 

   令和７年９月１日以降 

   遡及して支給する場合は、利用月の属する年度の翌年度までとする。 

（助成の方法） 

第８条 区長は、第６条の規定により助成の決定を受けた者（以下「助成決定者」という。）が、

指定障害児通所支援事業者又は基準該当通所支援の事業を行う事業所（以下「事業者」

という。）から対象サービスを受けたときは、負担助成額を当該事業者に支払うものとする。 

２ 前項の規定による負担助成額の支払は、東京都国民健康保険団体連合会（以下「国保連」

という。）への委託により、障害児通所給付費等の請求に関する内閣府令（平成１８年厚生

労働省令第１７９号）第２条第１項の電子情報処理組織を使用して行う。この場合において、

事業者による負担助成額の請求は、法第２１条の５の３に規定する障害児通所給付費及び

法第２１条の５の４に規定する特例障害児通所給付費（以下「障害児通所給付費等」とい

う。）の請求に併せて行うものとする。 

３ 前項の規定にかかわらず、事業者は、事業所の廃止等の理由から国保連に対し請求する

ことができないときは、区長に対し、障害児通所給付費等請求書（別記第１号様式）に関係

書類を添えて、障害児通所給付費等と併せて負担助成額の支払を請求することができる。 

４ 第１項の規定による支払があったときは、助成決定者に対し、負担助成額の支払がなされ

たものとみなす。 

（届出義務） 

第９条 助成決定者は、氏名、住所等事情が変更したときは、その旨を速やかに区長に届け

出なければならない。 

（譲渡又は担保の禁止） 



第１０条 助成決定者は、この要綱により助成を受ける権利を第三者に譲渡し、又は担保に

供してはならない。 

（決定の取り消し） 

第１１条 区長は、前条の規定に該当する場合、要綱に基づく助成の決定の全部又は一部を

取り消すことができる。 

２ 区長は、法第２１条の５の７の規定による障害児通所給付費等の支給決定を取り消したと

きは、助成の決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

（助成の返還） 

第１２条 区長は、前条の規定により助成の決定を取り消した場合において、すでに助成が

決定されているときは、助成の決定の全部又は一部の返還を命じなければならない。 

２ 区長は、法第２１条の５の７の規定による障害児通所給付費等の支給決定を取り消したと

きは、助成の決定の全部又は一部の返還を命じなければならない。 

（その他） 

第１３条 この要綱の実施について必要な事項は、福祉部長が別に定める。 

 

付 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和７年９月１日から施行する。 

（助成に関する経過措置） 

２ この要綱の施行の際、現に法第２１条の５の７の規定による障害児通所給付費等の支給

決定を受け、対象サービスを利用している者であって、第４条に規定する対象者に該当す

る者については、第６条第１項の規定による助成の決定がなされたものとみなす。この場合

において、助成決定の通知に関する事項は、第６条第２項を準用する。 


